（第１号様式）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
　山梨県知事　　　　　　　　　殿
                                                  住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者名　　　　　印
令和　　年度富士の国やまなし観光振興施設整備補助金交付申請書
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　　　号により内示のあった次の事業を実施したいので富士の国やまなし観光振興施設整備補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて補助金の交付を申請します。
	施設整備の実施主体
	

	施設の種類
	

	施設名
	

	施設の場所
	

	事業期間
	

	事業費
	

	申請補助額
	

	地目、地積及び土地等

eq \o\ad(の権利関係,　　　　　　　　　　)の権利関係
	

	その他参考となる事項
	


　添付書類　（１）事業計画書又は環境配慮型山小屋トイレ事業計画書
            （２）歳入歳出予算書又は補助金所要額調書
            （３）設計書及び設計図
            （４）土地の所有権その他の権利を有する者の承諾書
            （５）上記に掲げるもののほか、県の事業から暴力団等を排除するための

誓約書、役員名簿等、知事が必要と認めるもの。
（第２号様式）
事　業　計　画　書
	施設整備（復旧）を必要とする理由
	

	施設整備（復旧）
による効果
	

	完成後の管理運営方法
	

	今後の事業計画、または今回の事業に関連する既に整備（復旧）済事業
	

	その他参考となる事項
	


（第２－１号様式）
環境配慮型山小屋トイレ事業計画書
	事業の名称
	
	区　分
	費　目
	面　積
	単　価
	金　　　　額
	備　　考

	　開設者（設置者）
	  施　　設　　名
	   所　　　　在　　　　地
	  補
  助　　　　　対　　　　　象　　　　　外　　　　　事　　　　　業　　　　　分

	
	      m2

	        円

	                 円

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１　施設の規模及び構造等
	
	
	
	
	
	

	敷地の状況
	敷地面積         m2（自己所有地，借地，買入（予定）地の別）
	
	
	
	
	
	

	事業の種別
	（新築、増築、改築の別　）
	
	
	
	
	
	

	建物の構造
及び 面 積

	          　　                 建築面積              m２
（　　　　　　造）　階建
              　　             延べ面積              m２

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	小　計
	
	
	
	

	２　施　工　状　況
	合　　　　計
	
	
	
	

	工事の施工方法
	（直　営、請　負の別）
	４　竣工後の維持管理方法及び利用料徴収の有無

	施　工　期　間
	着工令和　　年　　月　　日～竣工令和　　年　　月　　日
	　
                                  　

	３　整　備　費　内　訳
	

	区　分
	 費　目
	  面　積
	　単　価
	 　金　　　　額
	  備　　考
	５　その他　参考事項


	  補
　助
  対　  象　  事　
  業　  分

	
	      m2

	      　円

	                 円

	
	

	
	 小　計

	
	
	
	
	


  （注）１．次の書類を添付すること。
            ①補助対象区域の工事設計図、②工事費内訳、③事務費内訳、④現況写真
（第３号様式）
歳　入　歳　出　予　算　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	１　歳入の部

	款　　　項
	目
	金　　　額
	備　　　　考

	　（　）県支出金
	
	
	

	　県　補　助　金
	
	
	

	
	県　補　助　金
	
	

	
	

	２　歳出の部

	款　　　項
	目
	金　　　額
	備　　　　考

	              費
	
	
	

	              費
	
	
	

	
	              費
	
	

	
	
	
	


　　上記のとおり相違ないことを証明します。
　　　令和　　年　　月　　日
住　　　　所
　　　　　　
　　　　　　　　補助事業者名　　　　印
（第３－１号様式）
　補助金所用額調書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　   （補助事業者名：                    ）                                       　　　　　　　　　　　　　　                             　　     　　　　　  　　　　　　　         （単位：円）
	 総 事 業 費
   （Ａ)

	 寄付金その
 他の収入額
    (Ｂ)

	   差 引 額
  (Ｃ)＝
  (Ａ)－(Ｂ)

	補助対象経費
の支出予定額
    （Ｄ）

	 補助率
 （Ｅ）

	  　　（Ｄ）の内訳
	  Ｄ１のうち
  仕入に係る
  消費税等
  相当額
    （Ｆ）
	  要補助金額
  （Ｇ）＝
   (D1)－(Ｆ）
	 備考


	
	
	
	
	
	 補助金所要額
  (Ｄ1)＝
  （D)×(E)
	  補助事業者
  負担額等
  (Ｄ２)＝
  (Ｄ)－(D1)
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


       （注）１．「総事業費」欄には、補助事業に要するすべての経費を記入すること。
             ２．各欄とも消費税及び地方消費税相当分を含んだ額とすること。
             ３．(F)欄には当該補助金に係る仕入に係る消費税等相当額が明らかな場合については､その額を記入すること｡
                ただし､当該消費税等相当額がない場合には､備考欄に｢該当無｣と､明らかでない場合には｢未確定｣と記入すること｡
（第４号様式）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
　山梨県知事　　　　　　　　　　殿
                                                  住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　補助事業者名　　　　　印
令和　　年度富士の国やまなし観光振興施設整備事業変更(中止・廃止）承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　　　号により交付決定のあった次の事業の内容等を変更(中止・廃止）したいので、富士の国やまなし観光振興施設整備補助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて申請します。
　１　事業名
　２　補助申請額　　金　　　　　　　円
　３　変更理由
　　※　参考となる書類を添付すること。
（第５号様式）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
　山梨県知事　　　　　　　　　　殿
                                                  住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　補助事業者名　　　　　印
財産処分承認申請書
令和　　年度富士の国やまなし観光振興施設整備補助金に係る補助事業により
取得した財産を、次のとおり処分したいので、富士の国やまなし観光振興施設整備
補助金交付要綱第９条第２項に基づき、申請します。
　１　処分しようとする財産の明細
　２　処分の内容
　３　処分しようとする理由
　４　その他必要な書類
（第６号様式）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
　山梨県知事　　　　　　　　殿
                                                  住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　補助事業者名　　　　　印
概　　算　　払　　請　　求　　書
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　　　号により交付決定のあった次の事業について、次のとおり概算払の請求をいたします。
　１　事業名
　２　概算払請求額　　￥　　　　　　　　　　円
　３　内　　訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助金交付
決定額　①
	既概算交付
額　　　②
	差　引　額
①－②＝③
	今回概算請
求額    ④
	備　　考


	
	
	
	
	


　４　概算払い請求の理由
　５　支払いの方法
　　①　現　　金　　指定金融機関名                    
　　②　口座振替    振替先金融機関名　　　　　　　　　　預金種別（当座・普通）
                    口座名　　　　　　　　　　Ｎｏ．　　　　　　　　　　
（第７号様式）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
　山梨県知事　　　　　　　　　　　殿
                                                  住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　補助事業者名　　　　　印
令和　　年度富士の国やまなし観光振興施設整備事業実績報告書
　このことについて、富士の国やまなし観光振興施設整備補助金交付要綱第１１条の規定により、関係書類を添えて報告します。
　１　添　付　書　類
　　（１）事業実績書又は環境配慮型山小屋トイレ事業実績書
　　（２）収支精算書又は補助金精算額調書
    （３）契約書の写
　　（４）業者からの完成届
　　（５）検査調書
　　（６）着工前及び完成写真
　　（７）その他知事が必要と認める書類
　２　補助金支払いの方法
　　①　現　　金　　指定金融機関名                    
　　②　口座振替    振替先金融機関名　　　　　　　　　　預金種別（当座・普通）
                    口座名　　　　　　　　　　Ｎｏ．　　　　　　　　　　
（第８号様式）
事　業　実　績　書
　　　　　　　　　　　
	事業実施主体
	

	事業の実施内容
	

	実施による効果
	

	完成後の管理及び
運営の方法
	


（第８－１号様式）
環境配慮型山小屋トイレ事業実績書
	事業の名称
	
	区　分
	費　目
	面　積
	単　価
	金　　　　額
	備　　考

	　開設者（設置者）
	  施　　設　　名
	   所　　　　在　　　　地
	  補
  助　　　　　対　　　　　象　　　　　外　　　　　事　　　　　業　　　　　分

	
	      m2

	        円

	                 円

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１　施設の規模及び構造等
	
	
	
	
	
	

	敷地の状況
	敷地面積         m2（自己所有地，借地，買入（予定）地の別）
	
	
	
	
	
	

	事業の種別
	（新築、増築、改築の別　）
	
	
	
	
	
	

	建物の構造
及び 面 積

	          　　                 建築面積              m２
（　　　　　　造）　階建
              　　             延べ面積              m２

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 小　計
	
	
	
	

	２　施　工　状　況
	　合　　　　計
	
	
	
	

	工事の施工方法
	（直　営、請　負の別）
	４　竣工後の維持管理方法及び利用料徴収の有無

	施　工　期　間
	着工令和　　年　　月　　日～竣工令和　　年　　月　　日
	　
                                  　

	３　整　備　費　内　訳
	

	  補
　助
  対　  象　  事　
  業　  分

	
	      m2

	      　円

	                 円

	
	

	
	 小　計

	
	
	
	
	


  （注）１．次の書類を添付すること。
            ①補助事業完成後の施設の全景及び補助対象事業の概要を示す写真、②契約書の写、③補助事業完成後の施設の構造概要及び平面図　　　　　　　　　　　　　　　　　④補助対象区域の工事設計図、⑤工事費内訳及び事務費内訳、⑥建築基準法第7条第3項の規定による竣工検査書
（第９号様式）
収　支　精　算　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	１　収入の部

	区　　　　分
	精　算　額
	予　算　額
	増　　　減
	備　　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	２　支出の部

	区　　　　分
	精　算　額
	予　算　額
	増　　　減
	備　　　　考

	　　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	

	              
	
	
	
	

	
	 
	
	
	

	
	
	
	
	


　　上記のとおり相違ないことを証明します。
　　　令和　　年　　月　　日
住　　　　所
　　　　　　
　　　　　　　　補助事業者名　　　　印
（第９－１号様式）
　補助金精算額調書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　　　　  　　　　 　　　　   （補助事業者名：                    ）                                       　　　　　　　　　　　　　　                             　　     　　　　　  　　　　　　　         （単位：円）
	総事業費
 （Ａ)

	 寄付金
 その他
 の収入
 額(Ｂ)

	 差 引 額
(Ｃ)＝
(Ａ)－(Ｂ)

	 補助対象
 経費の
 実支出額
  （Ｄ）

	 補助率
 （Ｅ）

	     （Ｄ）の内訳
	D1のうち
仕入に係
る消費税
等相当額
 （Ｆ）
	要補助金額
(Ｇ)＝
(D1)－(Ｆ)
	 県補助金
 交付決定
 額
   (H）
	 県補助
 金受入
 済額
  （I）
	 差引過△
 不足額
(J)＝
(G)－(H)
	 備考


	
	
	
	
	
	 県補助額
 (Ｄ1)＝
 (D)×(E)
	補助事業者
負担額等
(Ｄ２)＝
(D)－(D1)
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


       （注）１．「総事業費」欄には、補助事業に要するすべての経費を記入すること。
             ２．｢県補助金交付決定額｣(G)欄は､既に交付決定を受けた額を記入すること｡
             ３．｢県補助金受入済額｣(H)欄は､(G)欄のうち補助金を実際に受け入れた額を記入すること｡
             ４．各欄とも消費税及び地方消費税相当分を含んだ額とすること。
             ５．(F)欄には当該補助金に係る仕入に係る消費税等相当額が明らかな場合については､その額を記入すること｡
                ただし､当該消費税等相当額がない場合には､備考欄に｢該当無｣と､明らかでない場合には｢未確定｣と記入すること｡
（第１０号様式）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日
  山梨県知事　殿
                                                  住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　補助事業者名　　　　　印
令和　年富士の国やまなし観光振興施設整備補助金の
　　　　　　　  仕入に係る消費税等相当額報告書
　令和　年　月　日付け第　号をもって交付の決定を受けた令和　年度富士の国やまなし観光振興施設整備補助金について、富士の国やまなし観光振興施設整備補助金交付要綱第８条第５号の規定により、次のとおり報告します。
　１．　補助金の額の確定額又は事業実績報告額        金　　　　    　  　　　円也
　２．　補助金の確定時に減額した仕入に係る消費税等相当額
  　　                                              金　　　　    　　  　　円也
　３．　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入に係る消費税等相当額
  　　                                              金　　　　    　　　  　円也
　４．　補助金返還相当額（３－２）                  金　　　　    　　　　  円也
　５．  参考となるその他書類（３.の金額の積算の内訳等）
（第１１号様式）
第　　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
山梨県知事　　　　　　　殿
住　　　　所
補助事業者名　　　　　　　印
補助事業に係る事後検証報告書
　令和　　年度富士の国やまなし観光振興施設整備補助金により整備した次の事業について、富士の国やまなし観光振興施設整備補助金交付要綱第１４条に基づき報告します。
	補助事業の概要
	施設の名称
	
	施設所在地
	

	
	事　業　費
	円
	補助額
	円

	
	事業目的
	

	
	構造・規模等
	

	事後検証の実施
	来訪者の変化
	

	
	維持・管理の状況
	

	
	来訪者の満足度
	

	
	事業効果の発現状況
	

	
	事後検証の結果（該当項目に○印）
	１　効果の発現が十分で改善措置の必要性はない
２　今後効果の発現が期待できるため、経過観察が必要
３　効果の発現が期待できないため、改善措置の検討が必要

	
	改善措置の内容（上記３の場合）
	


注）１ 来訪者の変化は、整備前と整備後の来訪者数の状況等を具体的に記載すること。
　　２ 維持・管理の状況は、維持管理の手法・頻度・経費等について記載すること。
　　３ 来訪者の満足度は、可能な範囲で利用者への聞き取り調査等による客観的指標に基づき記載すること。
４ 事業効果の発現状況は、事業計画書で想定した効果について、施設整備により実際にどのような効果があったのか、具体的に記載すること。
５ 改善措置の内容は、効果を発現させるための具体的な計画を記載すること。
６ 現在の施設の状況写真を貼付すること。
７ 各項目欄は適宜間隔を調整し、必要に応じて別葉にすること。
